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第 8 章では、総括として、本研究を通して得られた新しい知見をまとめている。 
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図 ２-1  2010 年における 65 歳以上の人口構成比３ 
また経済産業省の取り纏めた「新経済成長戦略」４によっても世界で初めて平均年齢が 40
歳を越えることが報告されている。このような超高齢化社会になると、就業している国民
が扶養しなければならない人口が増加し、GDP の低下をまねく。高齢化社会による GDP へ
の影響は経済統計にも如実に表れており、図２－２のように日本の GDP は 1990 年ごろま





























のように 1997 年をピーク 2002 年まで下がり続け、2003 年以降は回復しつつあるが 2006 年










































































図 ２-4  GDP／労働時間の成長率１  
日本経済の付加価値生産の源泉はどこにあるのだろうか。国民経済計算確報６によれば


















る結果、2013 年頃には GDP 世界第 2 位のポジションが中国に奪われるだろうと予測され
ていた。ところが 2008 年 4 月に発表された IMF（International Monetary Fund）か








やかな成長をするのに対し、米国の GDP は活力のある成長を維持すると予想されている。 
ところで各国の GDP を分析する際に注意しなければならないことは、GDP は人口が多
ければ大きな値になる為、各国の生産性を評価する際には人口一人当たりの GDP を比較し
なければならない。各国の一人当たりの GDP を求めると次のような興味深い結果が得られ
る。日本を追い抜き世界第 2 位の GDP を達成すると予想されている中国は、一人当たりの





いる。これに対して日本の人口一人当たりの GDP は 2007 年にイタリアに抜かれ、現在で
はドイツ、イタリアに次ぐ世界 7 位にポジションを下げている。平成 18 年度国民経済計算
確報によるデータを分析すると主要国の GDP に占める日本の比率は 2003 年には１５%で
あったものが 2006 年には１２．６％と、2.4 ポイントも下げており世界経済における存在
感が弱まっている。他方、中国は 1.8 ポイント上昇、米国は－0.8 ポイントの低下に留まり、







の GDP ではイタリアに抜かれて世界第 7 位にまで転落しており、日本の付加価値生産性と
いう面でも脆弱化していることがわかる。このような GDP の分析から得られた結果は、他
の評価機関の結果とも一致している。 
International Institute for Management Development（略称 IMD）から報告されている World 
Competitiveness Year Book では、各国の経済を様々な側面で指標化し、専門家が採点する方
法で競争力を評価している 9。2007 年の報告書では日本は競争力を低下させていると評価さ































































































































































































































































図 ２-6 2007 年世界経済フォーラムによる各国の IT 競争力評価 10  




































先ず、エレクトロニクス製品の世界市場におけるシェア動向である。2007 年 9 月 18 日に
日本経済新聞の報じた内容によれば、携帯電話ではシャープがかろうじて世界 5 位でシェ
アは僅かに 1.3%。パソコンでは 4.2%のシェアを有する東芝が 4 位、日本が最も強い TV 分
野では液晶 TV でソニーとシャープで合計 27.7％のシェアを取り、ソニーが世界 1 位、シャ







































図 ２-7 米国の半導体集積回路製品輸入先動向 11 
2000 年には日本から 6701 百万ドルの輸入を行い、この金額は全体の 16.5％であった。他




1846 百万ドル下回り、シェアも 11.5%と 2000 年に比較して 5 ポイントシェアを落としてい
るのである。 
ところで三星を筆頭とする韓国半導体産業の躍進が注目されているが、米国からの輸入





あるが 12、調達金額における日本の割合は 2000 年の 20%から 2005 年には６％まで急低下











































図 ２-8 アメリカのコンピュータ部品輸入国の推移 12  
２‐５ 経済競争力の再生とイノベーション 
1942 年、当時ハーバード大学の教授であったジョゼフ・シュンペータは、自ら著した「資













































日本では 2006 年 9 月に「イノベーション２５」が安部内閣のもとで発足して 2025 年に向
けて経済成長に貢献できるイノベーションの創造を加速する施策を検討された。また米国
では競争力協議会が 2004 年 12 月に発表した”Innovate America：Thriving in a World of 
Challenges and Change”という報告書の中で 15イノベーションの重要性とその強化策を提言
し、すでに着々と布石を打っているのである。さらに中国も世界の工場という地位に甘ん
じることの危険性を認識し、2006 年に発表された「国家中長期科学技術発展企画綱要」で
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図 ３-2 先進主要国の研究費と GDP 比 
次に研究開発に投入される人的資源を調査する。同じく先に述べた「科学技術白書」に
よれば日本は 2004 年には 82 万人の研究従事者を擁している。他方 OECD が行った調査に
よれば図３－３のように主要国のなかでは米国の 130 万人、中国の 93 万人に次ぐ 3 位とな
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表 ３-1 主要国の一人当たりの研究費 
研究開発に対する投入資源総量に対し、研究開発従事者一人あたりの研究開発費は約 24
百万円で、米国の約 30 百万円を筆頭に並ぶ先進主要国のなかでは 5 位にランクされる。統
計年度が古いので２００８年度版の「世界の統計」４から各国の研究費/人を計算すると、日
本は 13 位、米国は 4 位、そしてスイスが 1 位と言う結果になり、表３－１の値とは異なる
のだが一人あたりの研究開発費が低いと言う傾向は確かであることが確認された。次に一
人当たりの研究費が低いことによる影響を見るため、研究従事者一人あたりの研究開発費
と国民一人あたりの GDP の関係を調べた。ＩＭＦの World Economic Outlook Database, April 




































図 ３-5 各国における応用研究費／基礎研究費の比率 
主要国の応用研究費と基礎研究費は文部科学省が取りまとめた「科学技術要覧」５に掲載
されている。同資料のデータから応用研究費が基礎研究費の何倍使われているかを計算し

























でいるのはフランスで応用研究費は基礎研究費の 3 倍に留まっており、米国は 4 倍、日本
は 6 倍である。このような支出比重が GDP に影響を与えているのかを検証する必要がある。
ところで、GDP は国民一人当たりの GDP は低くとも、人口が多ければ国としての GDP は
大きくなる。このため応用研究費と研究開発費の比率が付加価値生産にどのように影響し
ているのかを調べる場合は、総量ではなく生産性の議論であるから、国民一人当たりの GDP
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図 ３-7 日米の特許出願状況とシェア 
各国の特許出願に関するデータは World Intellectual Property Organization（WIPO）から公
表されており、そのデータベースによると 2006 年には米国が出願件数 50134 件、世界シェ















































図 ３-8 研究者 1000 人当りの特許出願数 
図３－８はこのようにして求めた研究従事者 1000 人あたりの特許出願件数である。この
データによると、トップはオランダであり日本は 5 位、米国は 6 位となっている。つまり
研究者の生産性は先進主要国のなかでは並の順位なのである。注目すべきは米国で、日本






















オ ラ ン ダ ス イ ス ドイツ ス ウ ェ ー デ 日本 米国 フ ラ ン ス 韓国 イギリス('98) 中国 
出願件数は WIPO データベース、 
研究従事者は総務省「世界の統計 2008」より。 





























































の「Main Science and Technology Indicator」８などを調査すると、日本は図３－１０のように
2000 年初頭には 300 億円以上の赤字であったが、その後は順調に収支が改善しており、2005











































図 ３-10 日本の技術貿易収支 
また、図３－１１は主要国の技術貿易の収支比率を示したものである。収支比率とは輸入
額に対する輸出額の比率である。日本は 1990 年以降増加傾向を維持し 2005 年には収支比
率 2.88 と主要国のなかではトップである。米国は 1990 年には 5.31 と圧倒的な強さを示し

























































指標 2004 年」９に基づいて 2005 年における各産業分野の貿易収支を示したのが図３－１２
である。同年の全技術貿易収支は 1 兆 3246 億円と大きな黒字なのであるが、全技術貿易収
入の 56％を自動車工業に依存し、自動車工業の貿易黒字を除くと技術貿易収支は 2089 億円
まで縮小してしまうという非常に偏った構造なのである。日本の発明・発見水準が平均し
て高いのではなく、自動車工業と言う特定の産業分野のみが高い。 







































作成された National Science Indicator（NSI）に基づいて文部科学省科学技術政策研究所がま

































米国が 2000 年、2005 年の両年とも 20 万件以上の発表を行って圧倒的な第１位であり、
日本はドイツ、イギリスと競いつつも約 70 万件の発表を行って第 2 位となっている。世界
中で発表されている論文総数に占めるシェアで見ると、米国は 30％以上、日本は約 10％と
米国の約１／３である。米国はこのように他を圧倒する大量の論文を発表している。予想
出来たことではあるが、中国の成長が著しく、2005 年にはフランスを抜いて 50 万件以上の








図 ３-15 研究者 1000 人あたりの発表論文数 
 






































































































































れによると、「中小企業は、小売業・サービス業では資本金 1000 万円以下で従業員 50 人以
下の会社。卸売業では中小企業とは資本金 3000 万円以下で従業員 100 人以下の企業。工業・






資本金別企業数 1991 1996 2001 2006
1億円未満 98.4% 98.3% 98.1% 98.1%
1億～50億円未満 1.5% 1.6% 1.7% 1.8%
50億円以上 0.1% 0.1% 0.1% 0.1%  








は従業員 50 人以上かつ資本金 3000 万円以上の企業約 30000 社を対象に調査をしたものだ
からである。同統計データから資本金別の企業数を抽出すると図３－１８のようになる。
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言葉を変えると、よく言われていることではあるが How to Make と言う立場では大企業は
データのように中小企業をはるかに凌ぐ高い生産性を示しており中小企業の生産性向上が



































である。事実資本金が 1 億円未満の企業が投入している研究開発費総額は 2094 億円足らず
であり、100 億円以上の企業が投入している 8 兆 6086 億円の 2.4％に過ぎない。例えば半導
体産業の場合、最先端のプロセスラインを構築するには１千億円を超える資金が必要であ
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図 ４-2 開業後に生き残る企業数（開業時を 100 とする）と生存率の変化 
この図からわかるように 5 年目あたりから生存率は 90％を越すようになり経営が軌道に
乗るものと推定される。しかしながら、John L. Nesheim の著書「The Power of Unfair 
Advantage」３によると、2004 年当時で開業から株式上場までには約 7.1 年を要することが述
べられている。日米の経済環境の違いはあるだろうが、上述の生存率に関するデータによ
れば、上場を果たす 7.1 年後には 30％の企業しか生存していないことになる。 
Business Week がイノベーションの取り組みに優れたトップ５０社を 2008 年 4 月 28日号４
に発表している。この内トップ 20 社の内訳を見ると、アメリカが 11 社、日本が 4 社とつづ
いている。ところでこれらの企業の創業年を調査すると驚く結果がわかる。図４－３は 2008
年までそれぞれの企業が何年経過しているかを示すものである。創業以来 10 年未満の企業
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図 ４-5 2006 年度の産業別売上げ構成 








































生産の自動化、カンバン方式として世界的にも有名になった Just in Time 方式による在庫ゼ
ロ生産方式の導入などを大規模な工場で実施しなければ、米国の GM などの超大企業との
世界レベルでの競争には打ち勝てない。TV やパソコンなどの情報通信機器産業も同様であ






























合計 18,493  










1996 年～2001 年では各階層の企業ともほぼ 100％を超える企業数の増加率で、毎年企業数
が増加していたが 2001 年～2006 年においては、資本金が 3000 万～1 億円の企業が頑張っ
ているものの、企業増加率が 100％を超えているのは資本金が 50 億円を超える大企業だけ
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図 ４-10 製造業中、売上げ TOP3 業種の研究開発費と対全製造業平均 
統計年度はイギリス、アメリカは 2004 年、その他は 2005 年 
１．企業数は経済産業省の「企業活動基本調査」５から収集
２．研究開発費は H16 年（2004 年）発表の「科学技術指標」を参照 




企業数と研究開発費の両データが揃っているのは「科学技術指標 平成 16 年版」８で、











































































ステムは、デュポンでは 1921 年 8 月の経営委員会に提案され、9 月には事業部制への移行























































































































































































と、HDD の進化の例でも見られた。HDD は今や 3.5“では１TB の容量製品を DESK TOP 






ることが可能になり、2007 年には FLASH メモリメディアを搭載したノート PC が小型のモ
 ５８ 
バイル用に限定してはいるものの、ついに HDD 市場の一角に食い込み、そして、2008 年に
























































日本の企業は GEM（Global Entrepreneurship Monitor）の評価において上位を占めているはず



















































































































































表 ４-2 既存の管理者と企業内起業家の比較（ピンチョーに基づく） 
















地位 ステータスシンボルにこだわる ステータスシンボルには無関心 
自由を求める 






問題解決方法 組織内で解決 組織内で解決するか、回避 





























先に述べた児玉の報告は 1991 年と 17 年前のことなので、最新のデータに基づいてこの考
え方を検証した。調査では会社四季報（東洋経済新報社）のデータから研究開発費の多い
企業をリストアップし、上位五社を選択。但し、自動車、電機業界など同業種の企業が重







































































































図 ４-15 研究開発比率と営業利益率 
具体的な計算においては販売に対する研究開発比率と、営業利益率を用いる。さらに、
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図 ５-1 各地域と日米の半導体需要規模と構成比 
半導体全体を見てみると、WSTS の統計データによれば図５－1 のように、アジアは 2000
年以降の急速な成長によって世界におけるシェアは 2010 年に 50%を超すと予想されている













































































図 ５-3 世界の主要半導体メーカーによる、地域別シェア 
しかしながら世界の半導体企業のトップ 20 社を選び出し直近のポジションを分析すると、
図５－３に示すように 20 社の内、日本メーカーは 7 社、米国企業も 7 社、欧州は 4 社、韓
国は 2 社となっており、また販売から見る日本企業のシェアは 2006 年の 23.8%から 2007 年





















は携帯電話、TV など 11 品目について集計されており、図５－４はそのデータを用いて日






































日本を見ると、1997 年に比較して 2005 年には多くの製品で輸出金額が落ちている。これは
製造の海外シフトを反映したものである。産業の空洞化という点でこれはこれとして課題
ではあるのだが、日本製品のシェアもまた全体的に低下していることが重要である。1997
年には世界シェアが 25%を越える製品が 7 品目あったのが 2005 年には 4 品目に減少してい
る。米国を見ると、輸出金額は日本と同様に低下しているのであるが世界シェアが 25%を




品 目（国旗一つが 1 品目に相当する）
携帯電話 ブラウン管 TV デスクトップ PC ルーター 
液晶パネル ノート PC 半導体 HDD DVD プレーヤ ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙカメラ 
 ７２ 
は競争力を落としていることが読み取れる。日本製品の競争力の低下で象徴的なのは液晶
パネルであろう。同報告によれば 1997 年には 50%を越えるシェアを誇っており、液晶と言
えば日本を代表する製品であったが、2005 年には半減させている。 
この指摘に対して、日本経済新聞は 2007 年 4 月 4 日の記事で日本は液晶パネル部材にお
いて非常に高いシェアを維持していると報告している。しかし、他方、日本貿易振興機構
（JAPAN EXTERNAL TRADE ORGANIZATION：JETRO）の報告によれば５ 液晶材料はド








上記の疑問に対する、非常に興味深い報告が為されている。UCIrvine の Linden らが 2007
年から 2008 年にかけて iPod の利益はだれが獲得しているのかを分析した報告書である６。









－５から Apple が iPod で最も大きい利益を得ていることがわかる。Apple は販売価格 299


























図 ５-5 iPod の収益構造 
日本は 27 ドルの利益を上げ、米国の 158 ドルに次ぐ利益を得ていると論文では評価され
ているが、莫大な設備投資をしながら米国の上げている利益のわずか１／６、Apple の利益





販売価格 299 ドルに対して 28％の構成比に過ぎない 86 ドルのなかで事業をしているのであ
る。例えば論文によれば iPod の液晶パネルは東芝と松下が提供していることになっている。




ドルの製品でも 30 セントの限界利益を獲得しておれば Apple の利益率は 25％だから付加価
値効率が低いとは言えないという反論があるかもしれない。しかし、もし iPod を 1000 万台






される。図５－６は、有価証券報告書、Apple の 10K Annual レポートで調査したデータか
ら作成したものである。日本メーカーの利益率は高くても６％程度であるのに対して、Apple



























2007 年の売上げに対する研究開発費比率を見ると、Apple は 3.3%なの対して国内電機メ
ーカーは Apple よりも高い比率の投資を行っており、中でも松下電器、ソニー、NEC など






うけるか計算すればよい。2007 年度の売上げは 24006M$であるから研究開発費は 782M$か
ら 1323M$へ 541M$増加することになり、この投資を行うことによって営業利益は



















図 ５-7 真空管を用いて開発された世界発の電子計算機（ENIAC） 
半導体デバイスは 1948 年にトランジスタが発明されて以来、わずか 60 年弱の期間に人
類の文明を大きく変えるほどの発展を遂げてきた。よく引用されるのが図５－７に示す世





半導体の進化は約 60 年の歴史と述べたが、半導体という物質の発見は 1800 年代に遡る。









































Intel の創業者の一人である Moore はＬＳＩの集積度の進歩を 1965 年に予想したのである
が８、その後の半導体はまさに Moore の予想どおりの進歩を遂げ、いつか Moore の法則と呼
ばれるようになった。彼の予想は LSI に集積されるトランジスタ数は２年毎に倍増すると

















































９－１０。 現在の最先端プロセス技術は 45nm なのだが、まだ集積度を上げる努力は止まり






れぞれ 1059 億円、1550 億円の設備投資を行っている。また、世界最大の半導体企業である




ストも増大し 65nm 世代では一枚あたり 1000 万円ほどもかかるため、LSI 製造に必要な枚
数（25－30 枚程度）を作ると 2.5 億円～3 億円の費用が発生することになる。この傾向は世

































































































MOS トランジスタのドレイン飽和電流 Iｄsat は（２）式にて示され、増幅率はゲート絶縁

































５‐３‐２ 異種機能材料素子集積 LSI の研究開発 




















































図 ５-10 異種機能材料素子集積 LSI に関する発表論文件数推移 
調査では 1990 年から 2007 年にわたって発表された MEMS やナノ技術、そして新しい機
能材料を集積する不揮発性メモリ（FeRAM、PCM、MRAM、ReRAM）に関する論文数を








近年 graphene に学会の注目が集まっている。graphene は簡単に言えばカーボン単原子薄膜
で、電子移動度が Si の約 200 万倍と非常に大きい。すでに FET の研究が始まり電気伝導度
がゲート電圧によって制御出来ることが確認される 13 など研究が加速し、ナノエレクトロ
二クス時代の基材になるのではないかと期待されている。IEEE 関連学会に発表された総論
文数は 2007 年で約 180 万であり、同年の異種機能材料素子集積 LSI の論文総数は 2779 で
























明され、2008 年後半に量産化すると Numonyx 社から発表された１４。 
(3) ＭＲＡＭ（Magnetoresistive Random Access Memory） 
記憶素子に MTJ(磁気トンネル接合)薄膜素子を用い、その薄膜を両側から挟む強
磁性膜の磁化方向が平行な場合と反平行な場合で MTJ の抵抗値が大きく変わる
現象をデータの記録に用いるメモリ。Freescale 社が 2006 年に始めて４Mbit の
MRAM を量産化した１５。 
(4) ＲｅＲＡＭ（Resistance Random Access Memory） 
ある種の金属酸化物と電極界面、あるいは酸化物金属に電圧を印加すると、そ
の抵抗値が大きく変化する電界誘起巨大抵抗変化現象をデータの記録に用いる
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年に Valasek が分極反転現象を発見した。したがって 1920 年に強誘電体が初めて発見され
たいえよう。この後、Scherrer がロッシェル塩以外にも同じような特性を示す物質が存在す
るのではないかと系統的な調査を始め、1935 年に Bush が KH2PO4 が 120K°以下で強誘電体
になることを発見し、そして工業的に大きな貢献をすることになるチタン酸バリウム









は対称性で分類する点群を用いて整理すると全 32 点群のうち 10 であることが判っている。
そのような点群に属する強誘電体結晶は KDP 属、TGS 属、ペロブスカイトなどに分類され
るが、実用上重要な結晶の多くはペロブスカイト構造に属しており、研究も進んでいる。
FeRAM もやはりペロブスカイトに属する結晶材料を用いる。ペロブスカイト構造には、A







−+= 1εε   







ワイスの法則は秩序変数として分極量 P を用い、自由エネルギーを G とし、温度を T、圧
 ８９ 
力を X とすると、以下のようにして導出できる。 
自由エネルギーは P に対して対照だから偶関数であり、下記のように展開する。 
⋅⋅⋅+++−+= 64200 )(),,( CPBPPTTAGPXTG  
非常に高温では常誘電体になるので P＝０で G は極小値をとるはずであり（つまり P2の
係数は正）、低温では自発分極 Ps で極小になるはずだから P2 の係数は負となるように
A(T-T0)と記述している(A>0)。誘電体の自由エネルギーの変化は熱統計力学理論によれば、
S をエントロピー、E を外部電界として次のように記述でき、 
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図 ６-3 Rohrer による KNO３を用いたメモリ（McMillan 博士論文より６） 
 ９２ 
日本は強誘電体の工業化ではアメリカには遅れていたが、物性研究では世界の研究をリ
ードする立場にあった。強誘電体を用いるメモリの研究においても 1963 年に Stanford 大学
の Moll とともに垂井が、CdS 薄膜の電気伝導度を TGS の自発分極で制御する実験に成功す
る足跡を残している７。 
Rohrer や McMillan はその後も実用化に向けた検討を行ったが、1980 年代に入るまで注目
すべき成果は出てこなかった６。FeRAM 実用化の歴史の中で大きな転換点となったのは、
































GaAs を代表とする化合物半導体では、用いる材料、トランジスタ、プロセスが Si を用い
る集積回路技術とは大きく異なる。例えば Si デバイスでは Al を金属材料として用いるのに
対し GaAs デバイスでは Pt や Ti を用い、また高温で熱分解する GaAs ではプロセス温度が





















図 ６-4 飛び石的なアプローチで FeRAM を目指す 
















場したのが LEC（Liquid Encapsulated Czochralski）法という結晶成長方法である。 
LEC 方法では、坩堝で溶融している GaAs 表面を B 2O3溶融液でシールして As の解離を
防ぎ、GaAs 種結晶を溶融液面に接し結晶成長を開始させながらゆっくりと引き上げる。LEC
法の登場で 2 インチの円形ウェハーが初めて製造された。LEC 法による GaAs 結晶は HB 法
に比べて非常に高純度で、抵抗率も１０７Ω・ｃｍ以上と高く半絶縁体の結晶を実現するこ













ンデンサを不要にする GaAs IC はこのような市場のニーズを的確に捉え、携帯電話の爆発
的な普及に支えられ月産数百万個という大きな事業に成長を遂げることが出来たのである。 
 








BST 集積 GaAs IC 
 ９５ 
強誘電体キャパシタ内蔵 GaAs IC が携帯電話に大量に用いられることによって、強誘電
体キャパシタを半導体集積回路に搭載する技術は、品質、量産性、性能において実用に足
る技術として世界で初めて実証された。筆者は FeRAM を目指して BST 薄膜の研究開発を
行い、GaAs IC の商品開発は別のグループで行ったのだが、その商品開発グループは業績を
認められ大河内記念賞を受賞した。 
６-２-３ Si 半導体での事業化 
GaAs IC での事業化見通しが立った頃、その BST 技術を土台にして Si 半導体デバイスへ
の集積に向けた開発を開始した。事業化目標として選んだのは CCD 遅延線への応用である。 
CCD 遅延線とは、アナログ式の映像信号処理において、YC コンポジット信号から輝度信
号、色信号を得る際に必要な、１H 遅延させた信号を発生する LSI であり、TV やビデオな




図 ６-6 CCD 遅延線への BST キャパシタ集積による Noise 抑制 
そこで LSI 内部に従来の技術では内蔵できなかったような大容量キャパシタを強誘電体
技術で集積化すれば、図６－６のように大きなノイズ抑制効果が期待されたのである１０。 









用ラインの構築が可能であったことも CCD 遅延線をテーマに選んだ利点であった。 
本用途では LSI が動作中は強誘電体キャパシタには常に電界が印加される状態に置かれ
 ９６ 
るため、TDDB（Time Dependent Dielectric Breakdown）特性といわれる絶縁破壊に至る寿命
が特に重要であった。LSI は一般的には１０年程度の寿命を保証する必要があり、強誘電体
キャパシタも 10 年以上の TDDB を保証しなければならなかった。LSI で用いられてる Si











































図 ６-7 スパッタ法による薄膜形成模式図 
強誘電体セラミックはセラミックと呼ばれていることから想像のつくとおり高温でも安
定で、1000℃程度の加熱では蒸発せず通常の真空蒸着装置では成膜できない。他方、スパ























































られることが必要であるが、強誘電体に用いる金属（Sr, Ba, Ti, Sr, Pb, Zr,Ta など）を含む有
機金属は常温で固体であったり、熱分解しやすかったり、また PbEt4のように猛毒であるな






















































































































































図 ６-13 強誘電体薄膜のドライエッチング形状 



















表 ６-1 BST キャパシタの特性 
厚さ 140nm の Ba0.7Sr0.3TiO3 膜を用いたキャパシタは、3.3V の電圧印加時のリーク電流が
10-9A/cm2、TDDB 寿命は 100 年以上の実力を有することが実験的に確認された。比誘電率
は400以上あり比誘電率が3.4～3.8のSiO2膜に換算すれば約1.3nmの膜厚に相当している。
SiO2 の絶縁耐圧は 2～9MV/cm であるから、1.3nm の膜厚では最大でも 1.2V 程度の耐圧とな
り 3.3V ないしは 1.8V 系の CMOS デバイスで SiO2では実現できない容量を BST キャパシタ
は実現できることになる。 
６-２-５ 高誘電率キャパシタ技術による事業化 
CCD 遅延線 LSI に搭載する強誘電体キャパシタの要素技術、CMOS プロセス技術との整
合技術を開発して製品開発に入った。しかしながら、想定以上の多くの開発課題と取り組
まねばならなかった結果、開発日程を当初計画に対して大幅に超過してしまっていた。さ
らに詳細な検討を行った結果、既存の CCD 遅延線 LSI にシールド用部品を用いる場合と比
較して魅力のないコストになることが判明した。強誘電体キャパシタを搭載するプロセス


















(1) CMOS LSI の大容量キャパシタを搭載する技術を世界で始めて実用化したことを活
かせば、世界にない商品を生み出せるはずである。CCD 遅延線 LSI では失敗したが、
その失敗はマーケティングを軽視したことが原因であり、開発した技術には価値があ
る。CMOS LSI への BST 集積技術の開発には大きな投資をしており、BST キャパシ









かすことが考えられた。この面ではすでに Ta2O5 を用いる研究が進められており、High K
材料導入の気運が高まっていたので有力な方向のようにも思われた。もう一つはデバイス
の高速化への利用である。CMOS LSI の高速化によって LSI 内部のクロックは 1990 年代
半ばになると 100MHz 帯に突入し、それに伴って電源マネージメントが非常に難しくなっ
ていた。このため、大規模なマイクロプロセッサではパッケージ上に幾つものチップキャ
パシタを搭載し始めたのである。もし BST で大容量のオンチップキャパシタを LSI 上に集
積出来れば、電源の安定化やノイズの抑制に絶大な効果があり、大きな需要があると見込
まれた。 







べきだと判断し、さらに BST で開発した技術は FeRAM の開発に活用できるものであった









６‐４ FeRAM の開発 
６-４-１ FeRAM の実現を阻む課題 




















な注目を集めた。FeRAM と SRAM のメモリセルを組み合わせ、通常の動作時には SRAM
として動作させ、電源 OFF 時に SRAM メモリセルのデータを FeRAM メモリセルに書き込
み、電源 ON 時に SRAM へ読み出す方式である。FeRAM が SRAM に書きこまれたデータ
のバックアップをするような構成であり、故に Shadow メモリと呼ばれた。この方法によれ
 １０６ 




































cm 程度と低く、厚さが約 200 nm の薄膜では 2V 程度の低電圧でスイッチング出来る。正イ
オンの位置にはさまざまな元素が入りうるので、二種類のペロブスカイト結晶を混合する











5.588500 −−= DTc    
Tc：キュリー温度（℃）   
D：結晶粒径（ｎm）   

















①膜中の酸素が拡散しないような電極材料を探索する。    
②酸素欠陥が入りにくいように PZT を改良する。    









FeRAM に必要な技術の開発を行った。しかし、世界中で PZT については多くの研究努力が
為されているにも関わらず問題解決につながる成果が出てこず、ブレークスルーが必要と








結論的に言うならば、PZT を用いる FeRAM への努力も身を結び事実上問題のないレベル
に改善することが出来るようになるのだが、集積回路デバイスに必要な特性を満たし、且











調査し、特性データが報告されたのは 1992 年１６、詳細な報告がなされたのは 1995 年であ
った１７。 Y-1 という名前はさまざまな材料をテストする際につけたコード番号で Y グル




って 1949 年に報告され１８、1961 年には Smolenskii らにより、このグループに属する













2-と表記され、A は 1～3  価の陽イオ
ン、B は 4～5 価の陽イオンで、A は Sr、Na、Pb や Bi など、B は Ti、Ta、Nb などである。
m の値は 1～5 の整数をとる。Y-1 の中で最もよく研究されているのは m＝2 で、かつ A が
Sr、B が Ta の場合(Bi2O2)2+(SrTa2O7)2-である。この物質は SBT と呼ばれることもある。図










れている訳ではないが、 次のことが理由ではないかと推定されている。   
(１) 酸素欠陥が生じても酸化ビスマス層の酸素によって補償される。    
(２) 欠陥による空間電荷が発生しても、酸化ビスマス層によってスクリーンされる。 
(３) SBT では Aサイトに安定な Sr が入り欠陥が生じにくい。     
図６－１７には Y－1 キャパシタのエンデュランス特性を PZT の場合と比較して示して
いる。データは初期値で規格化したものであるが、Y－1 では 1012回以上でも残留分極が殆
ど劣化していないことがわかる。尚、メモリでは自発分極よりメモリの動作に直接影響す
















図 ６-17 PZT と Y-1 のファティーグ特性の例 
６‐５ Y－1 に基づく強誘電体不揮発性メモリ技術の構築   




























(4) CMOS プロセスとの整合技術 
最も重要なのは、半導体プロセスとの整合性である。強誘電体キャパシタは電極





６-５-２ 強誘電体プロセス各論  
６-５-２-１ 薄膜成長 
強誘電体薄膜の成長には FeRAM の場合でもスピンコート法を用いた。Y-1 の組成は複雑
でありその比率を精度良く制御するにはスパッタ法などより優れていたからである。また、
スピンコートに用いる塗布液は MOD 法によるものを用いた。Sol-Gel 法による塗布液より
安定で、所定の塗布液を調整する際も Sol-Gel 法よりも簡単だったからである。特に、開発
の初期段階では FeRAM が必要とする特性を実現するには Y-1 の組成を最適化する必要があ














シタ特性の均一性が特に重要となる。もし Y-1 が a 軸配向成長すると仮定すると大きな分極
量を得られるものの、配向方向が少しでも変化すると強誘電体キャパシタの特性も大きく
変動して均一性が失われてしまい、FeRAM を歩留まり良く製造するのが極めて困難になる。






































図 ６-20 LSMCD の原理図    図 ６-21 LSMCD で成長した強誘電体薄膜 
LSMCD は 1 液（1 ソース）で膜成長できるスピンコート法の特長と技術蓄積を継承でき
る特長を有していたが、反面、「低温化プロセスへの対応」というスピンコートの課題も継
承していた。この為、超高集積半導体プロセスで求められる熱バジェットをクリアするこ





－２２や、瞬間的にアニールする Rapid Thermal Annealing 技術の研究によって解決を図ること
が出来、0.18μｍプロセスによる FeRAM 製品を世界で初めて量産することに成功した。 
プレーナ型 スタック型 ３次元スタック型 
 １１４ 
６-５-２-２ FeRAM 用メモリセルキャパシタの形成 
Y-1 は元素の選択によってその特性を「設計」することができる特長を有する。図６－２


































































































図 ６-22 Y-1 の特性が Nb によって受ける変化 
また、Y-1 の物性設計に対するもう 1 つのアプローチは異なるｍ値を有する結晶との混晶
である。SBT は先に示したように m＝2 で SrBi2Ta209の組成であるが、ｍ＝1 の結晶として
Bi2TaO6 がある。この結晶には擬似ペロブスカイト層はなく常誘電体であるが、この結晶と
SBT の混晶を作ると SBT の強誘電的特性が変化する２３。SBT に 20％の Bi2TaO6を混合する




図 ６-23 Y-1 および PZT における残留分極の保存時間依存性 






































BST 用のドライエッチングの開発を通じて蓄積した技術をベースに Y-1 でも高精度なド
ライエッチングが可能になり FeRAM の微細化における大きな技術課題が解決された。 
 
図 ６-24 イオンミリングによるフェンスの発生 






















図 ６-25 プロセスフロー概略 
このような課題を解決して世界で初めて開発した Y-1 による FeRAM のリテンション特性
を図６－２６に示す。また、図６－２７は FeRAM の工程を完了した後に測定した残留電荷




これらの技術を集約した結果、256K-bit FeRAM が実現でき、FeRAM が高集積メモリへ
の高い可能性を有していることを実証することが出来た。２５。 



































図 ６-26 Y-1 を用いて世界で始めて作成した FeRAM の特性 
 １１７ 
  








図 ６-27 Y-1 メモリキャパシタにおける分極電荷密度の面積依存性 





Y-1 の場合、比誘電率が 300 程度と比較的低いこともあって、実際に用いる数 μm2 のキャ
パシタでも１００ns 以下という DRAM 並みの動作速度を実現できる。このような高速動作
は、ホットエレクトロンやトンネル電流を用いて書き込み・消去する従来型の EEPROM で
は追随できない大きな特長である。また、FeRAM 最大の特長は低電圧／低消費電力である。
電圧を昇圧せず数Ⅴの電圧で Read/Write できる不揮発性メモリは FeRAM が唯一である。Y
－1 はこの点においても優れた特長を有する。図６－２８に Y－1 を用いたキャパシタのヒ
ステリシス特性を示してあるが、1V 程度の低電圧でスイッチングできることがわかる。こ
のことは Y－1 キャパシタをメモリセルに用いた場合、0．9V という低電圧で動作するメモ
リの可能性を示している２６。   
 



















６‐６ 不揮発性メモリ技術による事業化  





他方、メモリ混載 LSI の場合には数 k-bit 程度の容量でも各種の応用製品が可能であった








であった。1990 年代前半当時は、接触型 IC カードが公衆電話用やポイントカードなどから
普及が始まっていたが、非接触型 IC カードは入退室管理などの ID 用途を中心に応用が始
まっていた段階であった。日本市場では磁気カードが全盛であり、接触型 IC カードさえ見
るのがまれな状態であったが、非接触型 IC カードは接触型 IC カードよりも利便性が高く
今後は非接触型が大きく伸びると考え、また FeRAM の特長が活きる用途であることが明確
であったので非接触型 IC カードやタグへの応用を目指した事業化計画を策定した。 
非接触型 IC カードは電磁界で電力を供給するので、LSI は低消費電力であることが必須
条件となる。FeRAM は低い電圧でも動作するため従来の不揮発性メモリを混載した LSI よ
りも広い通信範囲を実現できる他、FeRAM の高速性によってリーダライタと高速通信が可
能なため交通用途など高速に移動する応用にも適している。 
図６－２９には Y－1を用いて FeRAMを集積した世界初の非接触型 ICカード用 LSIと、
マイコン用 LSI を示してある。非接触 IC カード用 LSI は 256 ビットの FeRAM を内蔵した
ID 認証を主な用途とした LSI であり、その後の FeRAM の用途として大きく成長するきっ
かけとなった LSI である。また、FeRAM 混載マイコン用 LSI の開発が成功したことにより、
高度で複雑なデータ処理が必要な分野にも FeRAM 混載 LSI が応用可能になり、FeRAM 事
業の潜在市場範囲を一挙に広げることができたのである。  





        
 
図 ６-29 Y-1 による FeRAM を集積して初めて実現した LSI 
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して作られた IBM のワトソン研究所、AT&T のベル研、ゼロックスの PARC は世界に名だ
たる研究所であり、科学技術史に輝く数多くの成果を挙げてきた。 







































ある。彼らのマネジメントモデルは通常の研究開発を R&D と称するのに対して A&D
（Acquisition and Development）と呼ばれている。 


































2007 年度の他社と比較すると Apple が 3.3％であり、日本の主要電機メーカの平均が
5.5％であるから、飛びぬけて大きい。これは、外部の研究開発成果を買うために資金が必
要だからではないかと推察する。しかし注目すべきは、このような大きな R&D 投資を継続
しつつ営業利益は 2003 年以降 20％を超える実績を維持していることである。大きな研究
開発投資を行うが、それらの資金が有効に経営貢献出来ていると考えるべきだろう。 
７‐２‐１‐４ 協業連携型マネジメントモデル 





発費比率が CISCO とは異なり、その比率は 2007 年度で売上げの 2.8％に過ぎない。比較
のため花王のデータを一緒に示してある。花王も研究開発費は P&G とほぼ同じレベルであ































































































協力先を検討した結果決定したのが、米国の symetrix corporation である。同社は強 FeRAM
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要がある。そこにはひょっとしたら Apple の Jobs のような天才的な発想と行動力を持つメ
ンバーがいるのかもしれないが、その者たちは会社には属するが組織に所有されている訳
では無い。彼らは、CISCO のような大企業で組織の一員として力量を発揮出来るだろうか？ 
























































































































研究 開発 生産 マーケ
ティング  


















なモデルを提唱したのは Kleine が最初であろう。Klein は発明発見至上主義に対する
反証として、ノーベル賞の受賞者数とその国の経済力には相関が無く、むしろ負の相関
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図 ７-8 Ｋｌｅｉｎｅのチェインリンクモデル 
しかし Klein のデータは 1974 年から 1983 年と古いので、新しいデータも含めて検証
したのが図７－９である。 1991 年から 2006 年に到る自然科学系ノーベル賞受賞者数



















































く、GDP も世界 1 位と別格の存在である（米国のデータをプロットすると全体像が見
えにくくなるのでプロットしていない）。その他でも、ノーベル賞の受賞者が多い国は











７‐３‐２ FeRAM の研究開発モデルに関する考察 
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表 ７-1 事業化を検討した際に作成した FeRAM と他のメモリの特性比較 
不揮発性 RAM として FeRAM を位置づけると、下記のようなデバイスの事業化が可
能であり、この構想が実現出来れば既存事業の中にあっても意義のある、新規事業の創
出が可能であろうと考えられた。 
(1) 不揮発性 SRAM 
６トランジスタの必要な既存の SRAM よりもセルサイズが小さいので、高集積
な中速 SRAM が可能。また、EEPROM では書き込み速度が遅くて SRAM をバ
ッテリでバックアップしている用途を置き換えることが可能。 
(2) 低消費電力 DRAM 
DRAM で必要なリフレッシュが不要となり、低消費電力化が可能。 



















図 ７-11 システム LSI への応用 
















































































































































































B 型から S 型組織に移行する必要がある。ここで V 型もそのような能力を持つと考え
られるが、V 型の組織は予測不可能な変化が継続的に発生する場合に適するベンチャー

































 特 徴 環境変化への適合性 
H 型 変化への適応は受動的、 
集団行動的 
継続的な変化への対応に適する 




B 型 効率と安定性を追求する 。防衛的。 変化の少ない安定した環境に適する 
 


























































































図 ７-14 事業化への段階と CEO の参画（「第三世代の R&D」の掲載図を参考に作成） 






















ステム LSI として事業化すべきか見極めることが出来ていなかった。 
そこで、このような移行期の運営組織として、SBU（Strategic Business Unit）という
組織形態がある。FeRAM の場合も SBU を設置して事業の可能性を一つ一つ検証してい
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社長、川上本部長、岡本 BU 長、松本 BU 長をはじめとする経営幹部の皆様、事業化の辛苦
をともにしてきた先輩、同僚諸氏、そして研究に着手して以来のパートナーである symetrix 
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